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②【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

売上高 6,692,855

売上原価 ※1  4,337,763

売上総利益 2,355,092

販売費及び一般管理費 ※2  3,963,734

営業損失（△） △1,608,641

営業外収益  

受取利息及び配当金 1,540

仕入割引 974

その他 24,139

営業外収益合計 26,654

営業外費用  

支払利息 31,408

株式交付費償却 13,147

社債発行費償却 50,536

借入手数料 32,896

為替差損 3,224

その他 45,906

営業外費用合計 177,119

経常損失（△） △1,759,106

特別利益  

固定資産売却益 ※3  893

投資有価証券売却益 14,720

関係会社株式売却益 50,459

貸倒引当金戻入額 5,600

特別利益合計 71,674

特別損失  

固定資産除却損 ※4  100,560

減損損失 ※5  252,510

店舗閉鎖損失 22,577

たな卸資産評価損 ※1  288,034

貸倒引当金繰入額 163,003

開発中止損失 31,440

その他 8,260

特別損失合計 866,388

税金等調整前当期純損失（△） △2,553,820

法人税、住民税及び事業税 11,152

法人税等合計 11,152

少数株主損失（△） △43,891

当期純損失（△） △2,521,082

─ 31 ─



③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

株主資本  

資本金  

前期末残高 11,318,981

当期変動額  

当期変動額合計 －

当期末残高 11,318,981

資本剰余金  

前期末残高 1,083,554

当期変動額  

当期変動額合計 －

当期末残高 1,083,554

利益剰余金  

前期末残高 △9,367,838

当期変動額  

当期純損失（△） △2,521,082

連結除外に伴う利益剰余金の減少 △13,767

当期変動額合計 △2,534,849

当期末残高 △11,902,688

自己株式  

前期末残高 △4,107

当期変動額  

自己株式の取得 △75

当期変動額合計 △75

当期末残高 △4,183

株主資本合計  

前期末残高 3,030,588

当期変動額  

当期純損失（△） △2,521,082

連結除外に伴う利益剰余金の減少 △13,767

自己株式の取得 △75

当期変動額合計 △2,534,924

当期末残高 495,663

─ 32 ─



(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金  

前期末残高 8,711

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,711

当期変動額合計 △8,711

当期末残高 －

土地再評価差額金  

前期末残高 3,840

当期変動額  

当期変動額合計 －

当期末残高 3,840

為替換算調整勘定  

前期末残高 4,972

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,972

当期変動額合計 △4,972

当期末残高 －

評価・換算差額等合計  

前期末残高 17,524

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13,684

当期変動額合計 △13,684

当期末残高 3,840

少数株主持分  

前期末残高 －

当期変動額  

当期変動額合計 －

当期末残高 －

純資産合計  

前期末残高 3,048,113

当期変動額  

当期純損失（△） △2,521,082

連結除外に伴う利益剰余金の減少 △13,767

自己株式の取得 △75

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13,684

当期変動額合計 △2,548,609

当期末残高 499,504

─ 33 ─



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純損失（△） △2,553,820

減価償却費 211,092

減損損失 252,510

のれん償却額 15,617

繰延資産償却額 63,683

長期前払費用償却額 8,984

貸倒引当金の増減額（△は減少） 132,482

退職給付引当金の増減額（△は減少） △98,711

確定拠出年金移行時未払金の増減額（△は減少） 70,321

賞与引当金の増減額（△は減少） △19,788

返品調整引当金の増減額（△は減少） △2,000

受取利息及び受取配当金 △1,540

支払利息 31,408

投資有価証券売却損益（△は益） △14,720

関係会社株式売却損益（△は益） △50,459

有形固定資産売却損益（△は益） △893

有形固定資産除却損 100,560

売上債権の増減額（△は増加） 434,717

たな卸資産の増減額（△は増加） 465,954

仕入債務の増減額（△は減少） △242,115

その他 237,478

小計 △959,238

利息及び配当金の受取額 2,511

利息の支払額 △36,530

法人税等の支払額 △9,870

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,003,129

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入 40,012

定期預金の預入による支出 △1,800

長期性預金の預入による支出 △22,053

有形固定資産の売却による収入 1,238

有形固定資産の取得による支出 △187,777

無形固定資産の取得による支出 △202,081

関係会社株式の売却による収入 362,477

投資有価証券の売却による収入 34,868

貸付けによる支出 △7,800

その他の収入 6,429

その他の支出 △24,916

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,403

─ 34 ─



(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 582,290

短期借入金の返済による支出 △39,340

長期借入れによる収入 201,570

長期借入金の返済による支出 △33,569

株式の発行による収入 98,725

自己株式の取得による支出 △75

財務活動によるキャッシュ・フロー 809,600

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,048

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △195,979

現金及び現金同等物の期首残高 337,535

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △369

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  141,186

─ 35 ─



































２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

第45期 
(平成20年３月31日) 

第46期 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 163,240 33,071

受取手形 69,023 ※1, ※4  42,638

売掛金 ※1  1,089,508 ※1  673,097

商品及び製品 ※1  812,329 ※1  615,480

原材料 ※1  21,217 ※1  25,283

仕掛品 ※1  7,715 ※1  11,456

前渡金 － 7,546

前払費用 4,229 4,179

前払金 58,288 －

未収入金 20,496 3,244

その他 35,872 4,101

貸倒引当金 △78,341 △27,614

流動資産合計 2,203,581 1,392,485

固定資産   

有形固定資産   

建物 31,263 19,650

減価償却累計額 △12,117 △8,513

建物（純額） 19,146 11,136

機械及び装置 2,092 2,092

減価償却累計額 △2,008 △2,029

機械及び装置（純額） 83 62

車両運搬具 8,550 6,790

減価償却累計額 △6,447 △5,750

車両運搬具（純額） 2,102 1,039

工具、器具及び備品 407,348 319,377

減価償却累計額 △191,846 △196,821

工具、器具及び備品（純額） 215,502 122,555

土地 ※2  7,011 －

有形固定資産合計 243,847 134,794

無形固定資産   

商標権 0 0

ソフトウエア 35,074 40,062

電話加入権 10,730 10,730

無形固定資産合計 45,805 50,792

投資その他の資産   

関係会社株式 1,853 －

出資金 0 0

長期貸付金 132,838 －

破産更生債権等 211,289 439,889

長期前払費用 1,656 16,287

差入保証金 126,780 81,959

その他 4,193 1,463

貸倒引当金 △169,426 △415,261

投資その他の資産合計 309,184 124,339

固定資産合計 598,837 309,926
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(単位：千円)

第45期 
(平成20年３月31日) 

第46期 
(平成21年３月31日) 

繰延資産   

株式交付費 4,039 －

繰延資産合計 4,039 －

資産合計 2,806,458 1,702,411

負債の部   

流動負債   

買掛金 78,907 224,143

短期借入金 485,000 207,000

株主、役員又は従業員からの短期借入金 － 21,186

1年内償還予定の社債 － 30,000

１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社
債

1,280,000 －

未払金 205,526 143,821

未払費用 90,170 68,319

未払法人税等 19,537 27,999

未払事業所税 5,265 5,077

未払消費税等 － 30,287

預り金 13,664 25,869

返品調整引当金 40,000 9,000

賞与引当金 16,000 10,000

ポイント引当金 － 2,500

流動負債合計 2,234,072 805,205

固定負債   

社債 － 130,000

長期借入金 － 11,900

株主、役員又は従業員からの長期借入金 － 48,600

確定拠出年金移行時未払金 70,321 23,012

再評価に係る繰延税金負債 2,560 －

固定負債合計 72,881 213,512

負債合計 2,306,953 1,018,718

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,318,981 11,903,176

資本剰余金   

資本準備金 1,083,554 1,611,749

資本剰余金合計 1,083,554 1,611,749

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △11,902,688 △12,833,007

利益剰余金合計 △11,902,688 △12,833,007

自己株式 △4,183 △4,204

株主資本合計 495,663 677,713

評価・換算差額等   

土地再評価差額金 ※2  3,840 －

評価・換算差額等合計 3,840 －

新株予約権 － 5,980

純資産合計 499,504 683,693

負債純資産合計 2,806,458 1,702,411
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

第45期 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

第46期 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 6,368,274 4,972,382

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 1,238,373 812,329

当期製品製造原価 465,168 432,171

当期商品仕入高 3,396,123 2,221,428

他勘定振替高 ※2  265,116 ※2  64,814

商品及び製品期末たな卸高 812,329 615,480

売上原価合計 ※1  4,022,220 ※1  2,785,635

売上総利益 2,346,054 2,186,747

返品調整引当金戻入額 42,000 40,000

返品調整引当金繰入額 40,000 9,000

差引売上総利益 2,348,054 2,217,747

販売費及び一般管理費   

荷造及び発送費 147,066 93,339

販売促進費 121,247 85,550

給料及び手当 965,851 698,034

賞与引当金繰入額 ※7  21,871 15,901

退職給付費用 15,986 9,390

賃借料 1,180,709 886,188

支払手数料 522,614 380,921

租税公課 ※8  41,682 42,179

減価償却費 166,487 71,654

その他 592,919 370,854

販売費及び一般管理費合計 3,776,437 2,654,013

営業損失（△） △1,428,383 △436,265

営業外収益   

受取利息 5,021 153

受取配当金 174 －

仕入割引 974 －

その他 20,894 4,652

営業外収益合計 27,065 4,806

営業外費用   

支払利息 22,202 29,102

株式交付費償却 12,559 4,039

社債発行費償却 50,536 －

株式交付費 － 20,007

借入手数料 32,896 57,645

為替差損 4,734 357

その他 44,980 12,759

営業外費用合計 167,910 123,912

経常損失（△） △1,569,228 △555,371
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(単位：千円)

第45期 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

第46期 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※3  893 ※3  74

投資有価証券売却益 14,720 －

貸倒引当金戻入額 5,600 14,101

新株予約権消却益 － 3,123

特別利益合計 21,214 17,299

特別損失   

貸倒引当金繰入額 163,003 213,347

固定資産売却損 － ※4  5,645

固定資産除却損 ※5  100,560 ※5  33,665

減損損失 ※6  252,510 ※6  16,542

店舗閉鎖損失 22,577 18,241

関係会社出資金評価損 54,999 －

関係会社整理損 86,941 3,793

たな卸資産評価損 ※1, ※2  260,013 －

たな卸資産除却損 － ※2  64,814

開発中止損失 31,440 －

その他 ※2  5,874 37,405

特別損失合計 977,921 393,455

税引前当期純損失（△） △2,525,935 △931,527

法人税、住民税及び事業税 8,104 5,192

法人税等調整額 － △2,560

法人税等合計 8,104 2,631

当期純損失（△） △2,534,039 △934,159
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

第45期 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

第46期 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 11,318,981 11,318,981

当期変動額   

新株の発行 － 584,195

当期変動額合計 － 584,195

当期末残高 11,318,981 11,903,176

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,083,554 1,083,554

当期変動額   

新株の発行 － 528,195

当期変動額合計 － 528,195

当期末残高 1,083,554 1,611,749

資本剰余金合計   

前期末残高 1,083,554 1,083,554

当期変動額   

新株の発行 － 528,195

当期変動額合計 － 528,195

当期末残高 1,083,554 1,611,749

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △9,368,649 △11,902,688

当期変動額   

当期純損失（△） △2,534,039 △934,159

土地再評価差額金の取崩 － 3,840

当期変動額合計 △2,534,039 △930,318

当期末残高 △11,902,688 △12,833,007

利益剰余金合計   

前期末残高 △9,368,649 △11,902,688

当期変動額   

当期純損失（△） △2,534,039 △934,159

土地再評価差額金の取崩 － 3,840

当期変動額合計 △2,534,039 △930,318

当期末残高 △11,902,688 △12,833,007

自己株式   

前期末残高 △4,107 △4,183

当期変動額   

自己株式の取得 △75 △21

当期変動額合計 △75 △21

当期末残高 △4,183 △4,204
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(単位：千円)

第45期 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

第46期 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 3,029,778 495,663

当期変動額   

新株の発行 － 1,112,390

当期純損失（△） △2,534,039 △934,159

自己株式の取得 △75 △21

土地再評価差額金の取崩 － 3,840

当期変動額合計 △2,534,114 182,049

当期末残高 495,663 677,713

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 8,711 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,711 －

当期変動額合計 △8,711 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金   

前期末残高 3,840 3,840

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △3,840

当期変動額合計 － △3,840

当期末残高 3,840 －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 12,551 3,840

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,711 △3,840

当期変動額合計 △8,711 △3,840

当期末残高 3,840 －

新株予約権   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 5,980

当期変動額合計 － 5,980

当期末残高 － 5,980

純資産合計   

前期末残高 3,042,330 499,504

当期変動額   

新株の発行 － 1,112,390

当期純損失（△） △2,534,039 △934,159

自己株式の取得 △75 △21

土地再評価差額金の取崩 － 3,840

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,711 2,139

当期変動額合計 △2,542,826 184,189

当期末残高 499,504 683,693
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純損失（△） △931,527

減価償却費 78,689

減損損失 16,542

繰延資産償却額 4,039

長期前払費用償却額 5,096

貸倒引当金の増減額（△は減少） 195,108

確定拠出年金移行時未払金の増減額（△は減少） △47,308

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,000

返品調整引当金の増減額（△は減少） △31,000

ポイント引当金の増減額（△は減少） 2,500

新株予約権消却益 △3,123

受取利息及び受取配当金 △153

支払利息 29,102

固定資産売却損益（△は益） 5,570

固定資産除却損 33,665

本社移転費用 17,325

売上債権の増減額（△は増加） 310,284

たな卸資産の増減額（△は増加） 189,042

仕入債務の増減額（△は減少） 159,292

その他 122,273

小計 149,419

利息及び配当金の受取額 153

利息の支払額 △30,008

法人税等の支払額 △6,894

営業活動によるキャッシュ・フロー 112,670

投資活動によるキャッシュ・フロー  

長期性預金の払戻による収入 22,053

有形固定資産の売却による収入 1,962

有形固定資産の取得による支出 △17,619

無形固定資産の取得による支出 △24,238

その他の収入 18,236

その他の支出 △6,437

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,042

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 21,186

短期借入金の返済による支出 △278,000

長期借入れによる収入 89,000

社債の償還による支出 △1,120,000

株式の発行による収入 1,062,992

新株予約権の発行による収入 10,470

新株予約権の取得による支出 △371

自己株式の取得による支出 △21

財務活動によるキャッシュ・フロー △214,743

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △108,115

現金及び現金同等物の期首残高 141,186

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  33,071
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平成20年６月27日

株式会社キムラタン 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている株式会社キムラタンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結
財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ
ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監
査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。  
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて
いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人
は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社キムラタン及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す
る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。  
  

追記情報 
１．「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」の注記に記載のとおり、会社及び連結子会社

は、25億21百万円の当期純損失及び10億３百万円のマイナスの営業キャッシュ・フローを計上してお
り、当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等
は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要
な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

２．「会計処理の変更」（棚卸資産の評価の方法）に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から「棚卸資
産の評価に関する会計基準」を適用している。 

３．重要な後発事象 
(１)「重要な後発事象」（重要な事業からの撤退）に記載のとおり、会社は、平成20年４月25日開催の当社

取締役会において、エレクトロニクス事業からの撤退を決議した。 
(２)「重要な後発事象」（第三者割当による新株式の発行）及び（新株予約権の発行）に記載のとおり、会

社は、平成20年５月12日開催の当社取締役会において、発行総額10億64百万円の第三者割当による新株
式発行及び発行総額３百万円の新株予約権（新株予約権行使による株式の発行価額の総額は９億54百万
円）の発行を決議し、それぞれ払込期日である平成20年５月27日に払込手続が全て完了し、総額10億67
百万円の払込金を受領している。  
 なお、当社既発行の第4回海外円貨建転換社債型新株予約権付社債の転換未行使残高12億80百万円の
うち10億円については、同払込金を原資として平成20年５月28日に買入消却を実行している。 

  
会社と当監査法人との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

  
以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

  神 明 監 査 法 人

 代表社員
公認会計士 延 﨑 弘 志 ㊞

 業務執行社員

 代表社員
公認会計士 田 村 一 美 ㊞

 業務執行社員

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

平成20年６月27日

株式会社キムラタン 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている株式会社キムラタンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第45期事業年度の財
務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ
た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を
表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社キムラタンの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績
をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  

追記情報 
１．「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」の注記に記載のとおり、会社は、25億34百万

円の当期純損失及び８億４百万円のマイナスの営業キャッシュ・フローを計上しており、当該状況によ
り継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載
されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸
表には反映していない。 

２．「会計処理の変更」（棚卸資産の評価の方法）に記載のとおり、会社は、当事業年度から「棚卸資産の
評価に関する会計基準」を適用している。 

３．重要な後発事象 
(１)「重要な後発事象」（重要な事業からの撤退）に記載のとおり、会社は、平成20年４月25日開催の当社

取締役会において、エレクトロニクス事業からの撤退を決議した。 
(２)「重要な後発事象」（第三者割当による新株式の発行）及び（新株予約権の発行）に記載のとおり、会

社は、平成20年５月12日開催の当社取締役会において、発行総額10億64百万円の第三者割当による新株
式発行及び発行総額３百万円の新株予約権（新株予約権行使による株式の発行価額の総額は９億54百万
円）の発行を決議し、それぞれ払込期日である平成20年５月27日に払込手続が全て完了し、総額10億67
百万円の払込金を受領している。  
 なお、当社既発行の第4回海外円貨建転換社債型新株予約権付社債の転換未行使残高12億80百万円の
うち10億円については、同払込金を原資として平成20年５月28日に買入消却を実行している。 

  
会社と当監査法人との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

  神 明 監 査 法 人

 代表社員
公認会計士 延 﨑 弘 志 ㊞

 業務執行社員

 代表社員
公認会計士 田 村 一 美 ㊞

 業務執行社員

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



   
平成21年６月26日

株式会社キムラタン 

取締役会 御中 

 

  
＜財務諸表監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社キムラタンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第46期事業年度の財
務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属
明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か
ら財務諸表に対する意見を表明することにある。  
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社キムラタンの平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成
績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 
１． 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前事業年度において25億34百万円の

当期純損失及び８億４百万円のマイナス営業キャッシュ・フローを計上し、また、当事業年度において
９億34百万円の当期純損失を計上している。当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義を生じ
させるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。
なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されて
いる。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を財務諸表
には反映していない。 

２． 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成21年６月８日開催の取締役会及び平成21年６月25日開
催の定時株主総会において、資本金及び資本準備金の減少並びに剰余金の処分を決議した。資本の減
少・剰余金の処分の方法は、発行済株式総数の変更は行わず、資本金及び資本準備金を減少させてその
他資本剰余金に振り替えるとともに、資本減少の効力が発生することを条件に、剰余金の処分として繰
越欠損金を填補する方法による。 

  
＜内部統制監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社キムラ

タンの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び
運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統
制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載
を完全には防止又は発見することができない可能性がある。  
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠
して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として
行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含
め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  
 当監査法人は、株式会社キムラタンが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評
価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。 
  

追記情報 
内部統制報告書に記載のとおり、会社は物流業務の一部を外部に委託することを決定している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  神 明 監 査 法 人

 代表社員
公認会計士 延 﨑 弘 志 ㊞

 業務執行社員

 代表社員
公認会計士 田 村 一 美 ㊞

 業務執行社員

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月26日 

【会社名】 株式会社キムラタン 

【英訳名】 KIMURATAN CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  浅 川 岳 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神戸市中央区港島六丁目６番地２ 

神和ビル 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長浅川岳彦は、当社の財務報告に係る内部統制を整備及び運用する責任を有してお

り、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関

する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して内部統制を

整備及び運用しております。  

 ただし、財務報告に係る内部統制は、複数の担当者による共謀によって有効に機能しなくなる場合や、

当初想定していなかった組織内外の環境の変化等には、必ずしも対応しない場合があるなど、固有の限界

を有するため、財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

当社代表取締役社長浅川岳彦は、平成21年３月31日を基準日とし、一般に公正妥当と認められる財務報

告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、当社の財務報告に係る内部統制の評価を実施いたしました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の概要については、財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社

的な内部統制）の整備及び運用状況を評価し、その評価結果を踏まえ評価対象とした業務プロセスを分析

した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整

備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。  

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範

囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮

しており、全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決

定いたしました。  

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、前事業年度の売上高を指標として、概ね２／３以

上を基準として重要な事業拠点を選定し、当該事業拠点における、当社の事業目的に大きく関わる勘定科

目である「売上高」「売掛金」「棚卸資産」に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。さらに、

財務報告への影響を勘案して、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目

に係る業務プロセスについても、個別に評価対象に追加いたしました。 

  

上記の評価の結果、当社代表取締役社長浅川岳彦は、平成21年３月31日現在における当社の財務報告に

係る内部統制は有効であると判断いたしました。 

  

当社は、当事業年度の末日後に、物流業務の効率化と経費圧縮を目的として、物流業務の一部を外部に

委託することを決定いたしました。この決定は、翌期以降の当社の財務報告に係る内部統制の有効性評価

に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月26日 

【会社名】 株式会社キムラタン 

【英訳名】 KIMURATAN CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  浅 川 岳 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神戸市中央区港島六丁目６番地２ 

神和ビル 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長浅川岳彦は、当社の第46期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の有価

証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




